









































































































































































































































































































































































































































































ⅶ 松宮孝明「暴力団員のゴルフ場利用と詐欺罪」『刑法理論の探求と発見 - 斉藤豊治先生古稀祝
賀論文集』（成文堂，2012年）166頁，笹井武人「暴力団排除における詐欺罪適用の限界」『野村
実先生古稀祝賀論文集』（成文堂，2015年）339頁以下，松原芳博『刑法各論』（成文堂，2016年）
283頁。
ⅷ 山口厚『刑法各論［第２版］』（有斐閣，2010年）267頁。これに対し，判例においても何ら
かの財産的損害は考慮されているとの指摘もある（松宮・前掲注ⅶ）154頁以下）。
ⅸ 団藤重光『刑法綱要各論［第三版］』（創文社，1990年）611頁。
ⅹ 最高裁平成19年７月17日決定・刑集61巻５号521頁，最高裁平成22年７月29日決定・刑集64
巻５号829頁。
ⅹⅰ 大判大正６年11月29日・刑録23輯1449頁参照。
ⅹⅱ 最決昭和30年７月７日・刑集９巻９号1856頁参照。これを不作為による欺罔として捉える見解
もあるが（小野清一郎『新訂刑法講義各論（第３版）』（有斐閣，1949年）253頁，斉藤金作『刑法
各論（全訂版）』（有斐閣，1969年）287頁），通説は「挙動による欺罔行為」を認める（団藤・
前掲注ⅸ）612頁，大塚仁『刑法概説（各論）［第三版増補版］』（有斐閣，2005年）244頁，大谷
實『刑法講義各論（新版第４版）』（成文堂，2013年）252頁，佐久間修『刑法各論［第２版］』
（成文堂，2012年）220頁，高橋則夫『刑法各論　第２版』（成文堂，2014年）305頁以下，西田
典之『刑法各論［第６版］』（弘文堂，2012年）194頁以下，山中啓一『刑法各論［第３版］』（成
文堂，2015年）349頁以下，山口・前掲注ⅷ）253頁以下など参照）。
ⅹⅲ 不作為による欺罔ではなく，挙動による欺罔行為という作為犯として構成されている理由は
どちらの事件においても示されていないのであるが，検察側の立証として不作為による欺罔の
場合には告知義務の発生根拠を示さなければならなくなるという点が挙げられるかもしれない
（白井・前掲注ⅰ）23頁，同注（12）参照）。
ⅹⅳ ゴルフ場の利用申込みに際して，利用者が暴力団員でないことが通常の申込み形態であると
は，現状では考えられていないと思われる（松宮・前掲注ⅶ）164頁以下）。そうだとすると，
②事件におけるゴルフ倶楽部に特有の事情として認められたと考えることになるが，一施設に
おける特別な取組みがなされることによって「挙動による欺罔行為」を認めることには，不告
知が通常の取引形態として一般化している場合と言って良いのか疑問を感じる。
ⅹⅴ 事前の誓約のみで欺罔行為を認めることに疑問を呈し，②事件においては，被告人が自署す
べき申込書に自署せず，またフロントにも立ち寄らないようにするなど，相手方に確認機会を
与えなかったことを捉えて欺罔行為を認めるべきとの見解も見られる（伊藤・前掲注ⅰ）103頁
以下）。
ⅹⅵ 白井・前掲注ⅰ）20頁以下，林美月子・前掲注ⅰ）168頁以下参照。
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ⅹⅶ 形式的個別財産説は，被害者が真実を知っていれば財物交付をしなかったであろうという場
合には，たとえ相当対価の支払いがあったとしても詐欺罪の成立を認める見解である（団藤・
前掲注ⅳ）619頁）。この見解では，財産的な価値の減少ではなく，被害者が財物交付ないし財
産的処分に応じない理由があったかどうかが問題であり，すなわち判例のいうところの重要事
項について錯誤があったかどうかということになるように思われる。なお，林幹人・前掲注ⅵ）
143頁以下参照。
ⅹⅷ 林幹人「詐欺罪の現状」判例タイムズ1272号（2008年）63頁参照。
ⅹⅸ 松宮・前掲注ⅶ）164頁以下。
ⅹⅹ 松宮・前掲注ⅶ）166頁，笹井・前掲注ⅶ）339頁以下。
ⅹⅹⅰ 実質的個別財産説に依拠し，何らかの財産上の損害を経済的評価との関係で認めるのであれ
ば，本件事案においては損害が認められなくなるように思われる（西田・前掲注ⅹⅱ）203頁以
下，伊藤渉「詐欺罪における財産的損害（２）」警察研究63巻５号28頁以下参照）。なお，実質
的個別財産説は，全体財産に対する罪と位置づける見解と相違ないとの指摘もある（林幹人・
前掲注ⅵ）144頁）。
ⅹⅹⅱ 東京都暴力団排除条例24条，25条。
ⅹⅹⅲ 東京都暴力団排除条例27条，29条。
ⅹⅹⅳ 各都道府県に暴排条例違反とされないように民間事業主が暴力団関係者の施設利用を拒否す
るのであれば，取引拒絶の理由を行政が作っていることになる。民間事業者は，実際はどうで
あれ，建前上は暴力団関係者との取引きを是認するわけがなく，暴力団関係者だと知っていれ
ば，その取引を行わなかったと主張するのではなかろうか。
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